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国民健康保険はみなさんの収入に応じて保険料を出し合い、病気やけがをしたときだれもが安心して
医療を受けられるために、相互に助け合う制度です。医療サービスや、介護サービスの需要は年々増加
しています。保険料は、国保制度運営のための重要な財源です。ご理解とご協力をお願いいたします。
国民健康保険料納入通知書及び納付書（一括納付書と６月期から９月期分）を送付します（１０月期
から翌年３月期分の納付書は１０月中旬に送付します。）。ただし、口座振替の方及び年金からの差し引
きの方には、保険料納入通知書だけをお送りし、納付書は送付しません。また、すでに国民健康保険を
やめた方にも納付書をお送りする場合があります。

⑴　保険料は、保険者負担分医療費等の総額の約５０％を国・都・区が負担し、残りの約５０％を国保
加入世帯で保険料として納付する仕組みになっています。

⑵　東京都は東京都内で保険料負担を公平に支え合うため、区市町村ごとの医療水準や所得水準に応じ
た国保事業納付金（保険料負担）の額を決定し、標準保険料率を提示します。保険料率および均等
割額はこの東京都が提示した標準保険料率を参考に決定されます。保険料はそれぞれの区市町村で
異なります。

令和５年度国民健康保険料が決定しました

●令和５年度国民健康保険料は次のとおりです。

●保険料の料率や均等割額の決め方

前年中の所得が一定の金額以下の世帯は
保険料の均等割額が７割・５割または２割
減額されます。
均等割額の減額は、住民税の申告をすま
せてあれば、手続きの必要はありません。
※国保に加入していない世帯主の方に所得
がある場合は、減額にならない場合があり
ます。

●保険料均等割額の減額（減額賦課）

※保険料は、「所得割額」と「均等割額」の合算です。

注１　算定基礎額とは、前年の総所得金額等（ただし、退職所得金額を除く）から基礎控除額４３万円を
控除した額です。（土地建物等の譲渡所得について特別控除がある場合は、控除後の金額を総所得
金額等に合算します。また、雑損失の繰越控除は控除しません。）

注２　介護保険第２号被保険者（４０歳以上６４歳以下の方）には、介護納付金賦課額が加算されます。

※減額基準日は、令和５年４月１日（賦課基準日）です。ただし、
新規加入世帯は、国民健康保険に加入した日です。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

保険料を滞納されると、国民健康保険事業の運営に重大な支障をきたします。必ず納期限内に納付
をお願いいたします。滞納状況によって、以下のような措置がとられることがあります。
●「短期被保険者証（短期証）」の交付
保険料の滞納があると、通常の保険証に代わって、有効期限の短い「短期被保険者証（短期証）」が
交付されます。短期証は６か月ごとの更新となります。
●「被保険者資格証明書」の交付
さらに滞納が続くと、保険証を返還していただき、代わりに「被保険者資格証明書」が交付される
場合があります。被保険者資格証明書は、被保険者であることを証明するだけのもので、医療費の
お支払いはいったん全額（１０割）自己負担となります。
●「限度額適用認定証」の交付の制限等
「限度額適用認定証」は、国民健康保険料の滞納がある場合は原則交付できません。また、高額
療養費などの全部または一部を、滞納している国民健康保険料に充当する場合があります。

●滞納処分
特別な事情もなく滞納している方については、他の納付者との公平性を保つために、上記の措置と
は別に、滞納処分（預貯金等の差押処分）を行います。
納付が困難な場合には、お早めにご相談ください。
※平日の来所が困難な方は、お電話か休日納付相談をご利用ください。詳しくはお問い合わせください。

有効期限が「令和５年７月３１日」と記載されている「限度額適用認定証」「限度額適用・標準
負担額減額認定証」をお持ちの方で、８月以降の継続を希望される方は、国保給付係へ申請してい
ただく必要があります。申請は７月から受け付けます。窓口での交付は７月３日以降を予定しています。
申請は、国保給付係の窓口のほか、郵送でも受け付けておりますので、お問い合わせください。

※１　総医療費（10割分）が 842,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※２　総医療費（10割分）が 558,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※３　総医療費（10割分）が 267,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※４　過去12か月間に4回以上高額療養費に該当した場合に適用される限度額。

ただし、表 1 の外来のみの高額療養費は、多数該当の回数には含まれません。
※５　１年間（ 8月 1日～翌年 7月31日）の外来自己負担額が144,000円を超えた場合、超過分は後日還付

対象となります。

問い合わせ 国保保険料係　☎３９０８－１１３５（第一庁舎２階２５番窓口）

同感染症に感染した場合等で、その療養のため仕事に行くことができなかった期間において、給与の
一部を補てんするため国民健康保険から傷病手当金を支給できる場合があります。
【対象】以下の（1）（2）の両方に該当する方　※被用者（雇われている方）が対象。事業主は対象外です。
⑴　北区国民健康保険の加入者
⑵　新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等の感染が疑われる症状があり、令和５年５月７日（日）
までの間に働けなかった日から起算して連続する3日間経過後、就労予定日があった人

●申請には医師や事業主の証明等が必要となります。詳しくはお問い合わせください。
感染拡大防止のため、お問い合わせは電話にてお受けしますので、ご協力をお願いします。

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口）

新型コロナウイルス感染症の影響により減収した被保険者等にかかる国民健康保険料の減免制度は、
一部を除いて終了となりました。
詳しくは国保資格係までお問い合わせください。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口） 健診期間は「令和５年６月～令和６年１月」の８か月間です。お手元に受診券（ハガキ大サイズ）は
届いていますか。年に一度の健康チェックです。忘れずに受診しましょう。

問い合わせ 庶務係（特定健診・保健指導担当）　☎３９０８－１１９３（第一庁舎２階２７番窓口）

北区 第127号

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×７.１７％

43万円＋（29万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋（53.5万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下

基 礎 賦 課 額
（医 療 分）

４５,０００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
６５万円

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×２.４２％
後期高齢者支援金
等賦課額(支援金分)

１５,１００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
２２万円

世帯の介護保険第２号被保険者全員の算定
基礎額注１

×２.１３％

注２

介護納付金賦課額
（介 護 分）

１６,２００円
×世帯の介護保険
第２号被保険者数

一世帯あたり
１７万円

所 得 割 額 均 等 割 額 最高限度額（年間）

減額割合令和４年中の世帯の総所得金額

７割

５割

２割

国民健康保険料を滞納すると…「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定証」の更新について

新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金

新型コロナウイルス感染症の影響による保険料の減免制度について

４０歳～７４歳の方へ～令和５年度特定健康診査が始まりました

表１＜70歳～ 74歳の方＞

自己負担限度額

個人単位（外来）
区分

現役並み所得者Ⅲ

現役並み所得者Ⅱ

現役並み所得者Ⅰ

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

18,000円※5

252,600円＋１％※1

（多数該当140,100円）※4

167,400円＋１％※2

（多数該当93,000円）※4

80,100円＋１％※3

（多数該当44,400円）※4

57,600円
（多数該当44,400円）※4

8,000円

8,000円

24,600円

15,000円

所得要件（世帯）
世帯単位（入院＋外来）

課税所得690万円以上の世帯に属する方

課税所得380万円以上～690万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円以上～380万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円未満の世帯に属する方

住民税非課税世帯に属する方

住民税非課税世帯でかつ全員の所得が0円
（年金収入80万円以下）

表２＜70歳未満の方＞ 所得：国保加入者の基礎控除後の所得

世帯自己負担限度額
区分

上位所得世帯（ア）

上位所得世帯（イ）

課税世帯（ウ）

課税世帯（エ）

非課税世帯（オ）

252,600円＋1％※1

167,400円＋1％※2

80,100円＋1％※3

57,600円

35,400円

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

所得要件（世帯）
多数該当※4

所得901万円超の世帯、または税の
未申告者がいる世帯

所得600万円超～901万円以下の世帯

所得210万円超～600万円以下の世帯

所得210万円以下の世帯

住民税非課税の世帯

問い合わせ 国保資格係　口座・還付担当　☎３９０８－１１３７（第一庁舎２階２３番窓口）

＜非自発的失業者の保険料軽減制度＞
●倒産・解雇などの離職や雇い止めなどによる離職の方は、保険料の一部を軽減します。
１. 対象者
①対象年齢……離職時65歳未満
②雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知に記載される離職理由番号
◆特定受給資格者…11・12・21・22・31・32　　　◆特定理由離職者…23・33・34
※特例受給資格者、高年齢受給資格者は対象外です。

２. 軽減内容（金額）
対象者の所得のうち保険料算出根拠となる年の給与所得を30 ／100として保険料を算出します。
ただし、所得状況により軽減にならないことがあります。

３. 軽減期間
離職日の翌日が属する月から、その月の属する年度の翌年度末までの期間
※軽減期間内に国民健康保険に再加入された場合は、お問い合わせください。

４. 必要なもの
①雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知　　②保険証
※ハローワークで雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知を受け取られてから、申請
にお越しください。

＜一時的な生活困窮による減免（災害など）＞
●災害など特別な事情により、一時的に生活が著しく困難になり、保険料の支払いができなくなった世
帯に対して、保険料の一部を減免します。世帯主の申請により、世帯の生活状況を調査して決定します。

〈ペイジー口座振替受付サービスによる申込〉　　※申込は口座名義人ご本人に限ります。
下記のサービス対象金融機関をご希望の場合、キャッシュカードと保険証の持参のみで簡単に口座振替
手続きができます。通帳・届出印が不要なうえ、口座振替開始までの期間が短縮できます。

●受付場所：北区役所（第一庁舎２階２３・２４番窓口）
●サービス対象金融機関

※上記金融機関でも口座、カードの種類により受付できない場合があります。その場合は口座振替
依頼書での申込となり、口座届出印が必要となりますのでご了承ください。

〈口座振替依頼書による申込〉
●受付場所：対象金融機関窓口または北区役所（第一庁舎２階２３・２４番窓口）
●受付方法：持参または郵送（混雑緩和のため、郵送でのお手続きにご協力ください。）
※口座振替の開始までには、申込後１～２か月かかります。お急ぎの場合はペイジーをご利用ください。
※口座振替依頼書をご希望の方は北区ホームページからお取り寄せいただくか、国保資格係までご連絡を
お願いします。

〈ペイジー及び口座振替依頼書共通〉
●振替日：原則６月～翌年３月までの毎月末日（末日が金融機関の休業日の場合は翌営業日）
※一括振替及び再振替は行っておりません。
※口座名義人は世帯主でなくても構いません。ただし、１世帯１口座のみとなります。
※詳しくは国保のしおりP19,20または北区ホームページをご覧ください。

問い合わせ・申請先 国保資格係 　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

詳しくはこちら

保険料の軽減・減免制度

保険料の納付には、便利な口座振替（自動払込）をご利用ください

●銀　　行：みずほ、三菱UFJ、三井住友、りそな、ゆうちょ、きらぼし
●信用金庫：東京シティ、城北、滝野川、巣鴨

通知書の見方（例）
郵便局用バーコード

通知書の宛名は世帯主になります。
ただし、国民健康保険の加入者でない世帯主には
「被保険者ではない世帯主」と表示されます。

例　国保一郎様の世帯

納付書でお支払いの方は「納付書」、口座引き
落としの方は「口座振替」、年金から差し引き
の方は「特別徴収」と表示されます。

納めた保険料はここに記載された日
以前に納入された金額です。

年間の合計保険料額の内訳は、
・医療分
・支援金分
・介護分
の3つに分かれています。

年度の合計保険料額です。

保険料のかかっている年度を表示しています。

通知の理由や、注意事項が記載されます。

所得割額
医療分　　加入者全員の算定基礎額×7.17％
支援金分　加入者全員の算定基礎額×2.42％
介護分　　該当者全員の算定基礎額×2.13％

均等割額
医療分　　45,000円×加入者数
支援金分　15,100円×加入者数
介護分　　16,200円×該当者数

今後、住民税額等の判明や加入者の変更等があった場合には、
保険料の再計算をして、再度納入通知書をお送りします。
その際の通知書には、それぞれの変更前・変更後の額が記載さ
れます。

保険料を年金から差し引く（特別徴収）場合は、
こちらに表示されます。
※年度途中で異動が発生し、保険料が納め過ぎ
となった場合は、後日還付のお手続きの書類を
お送りいたします。

介護分
●40歳になる方は
40歳の誕生日の月分（ 1日生まれの方は前月）から介護分の
保険料がかかります。
40歳の誕生日に新たに介護分の保険料を計算し、当月または
翌月に加算した通知書をお送りします。
●65歳になる方は
65歳の誕生日の前月分（1日生まれの方は前々月）までの介護
分の保険料が含まれます。
この場合、たとえば8月生まれの方は、4月から7月（65歳
になる月の前月）までの 4か月分を、 6月期から翌年 3月期
までの10期に割り振ります。
※65歳からは第 1号被保険者となり、介護保険課から通知が
送付されます。

各納期別の額を表示しています。

加入者別の概算保険料を表示しています。

※就職して勤務先等の健康保険に加入したとき、または家族の健康保険の扶養家族になったときは、国民健康保険をやめる手続きが必要です。

５年度算定基礎額
2,000,000 円

0円
500,000 円

0円
2,500,000 円

世 帯 構 成

合　　　計

世帯主
妻
子
子

（55 歳）
（50 歳）
（25 歳）
（21 歳）

今回保険料
前回保険料
納めた保険料
納める保険料 

当初及び保険料に変更があった場合
変更される前の保険料
納付済みの額 
これから納める額
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国民健康保険はみなさんの収入に応じて保険料を出し合い、病気やけがをしたときだれもが安心して
医療を受けられるために、相互に助け合う制度です。医療サービスや、介護サービスの需要は年々増加
しています。保険料は、国保制度運営のための重要な財源です。ご理解とご協力をお願いいたします。
国民健康保険料納入通知書及び納付書（一括納付書と６月期から９月期分）を送付します（１０月期
から翌年３月期分の納付書は１０月中旬に送付します。）。ただし、口座振替の方及び年金からの差し引
きの方には、保険料納入通知書だけをお送りし、納付書は送付しません。また、すでに国民健康保険を
やめた方にも納付書をお送りする場合があります。

⑴　保険料は、保険者負担分医療費等の総額の約５０％を国・都・区が負担し、残りの約５０％を国保
加入世帯で保険料として納付する仕組みになっています。

⑵　東京都は東京都内で保険料負担を公平に支え合うため、区市町村ごとの医療水準や所得水準に応じ
た国保事業納付金（保険料負担）の額を決定し、標準保険料率を提示します。保険料率および均等
割額はこの東京都が提示した標準保険料率を参考に決定されます。保険料はそれぞれの区市町村で
異なります。

令和５年度国民健康保険料が決定しました

●令和５年度国民健康保険料は次のとおりです。

●保険料の料率や均等割額の決め方

前年中の所得が一定の金額以下の世帯は
保険料の均等割額が７割・５割または２割
減額されます。
均等割額の減額は、住民税の申告をすま
せてあれば、手続きの必要はありません。
※国保に加入していない世帯主の方に所得
がある場合は、減額にならない場合があり
ます。

●保険料均等割額の減額（減額賦課）

※保険料は、「所得割額」と「均等割額」の合算です。

注１　算定基礎額とは、前年の総所得金額等（ただし、退職所得金額を除く）から基礎控除額４３万円を
控除した額です。（土地建物等の譲渡所得について特別控除がある場合は、控除後の金額を総所得
金額等に合算します。また、雑損失の繰越控除は控除しません。）

注２　介護保険第２号被保険者（４０歳以上６４歳以下の方）には、介護納付金賦課額が加算されます。

※減額基準日は、令和５年４月１日（賦課基準日）です。ただし、
新規加入世帯は、国民健康保険に加入した日です。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

保険料を滞納されると、国民健康保険事業の運営に重大な支障をきたします。必ず納期限内に納付
をお願いいたします。滞納状況によって、以下のような措置がとられることがあります。
●「短期被保険者証（短期証）」の交付
保険料の滞納があると、通常の保険証に代わって、有効期限の短い「短期被保険者証（短期証）」が
交付されます。短期証は６か月ごとの更新となります。
●「被保険者資格証明書」の交付
さらに滞納が続くと、保険証を返還していただき、代わりに「被保険者資格証明書」が交付される
場合があります。被保険者資格証明書は、被保険者であることを証明するだけのもので、医療費の
お支払いはいったん全額（１０割）自己負担となります。
●「限度額適用認定証」の交付の制限等
「限度額適用認定証」は、国民健康保険料の滞納がある場合は原則交付できません。また、高額
療養費などの全部または一部を、滞納している国民健康保険料に充当する場合があります。

●滞納処分
特別な事情もなく滞納している方については、他の納付者との公平性を保つために、上記の措置と
は別に、滞納処分（預貯金等の差押処分）を行います。
納付が困難な場合には、お早めにご相談ください。
※平日の来所が困難な方は、お電話か休日納付相談をご利用ください。詳しくはお問い合わせください。

有効期限が「令和５年７月３１日」と記載されている「限度額適用認定証」「限度額適用・標準
負担額減額認定証」をお持ちの方で、８月以降の継続を希望される方は、国保給付係へ申請してい
ただく必要があります。申請は７月から受け付けます。窓口での交付は７月３日以降を予定しています。
申請は、国保給付係の窓口のほか、郵送でも受け付けておりますので、お問い合わせください。

※１　総医療費（10割分）が 842,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※２　総医療費（10割分）が 558,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※３　総医療費（10割分）が 267,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※４　過去12か月間に4回以上高額療養費に該当した場合に適用される限度額。

ただし、表 1 の外来のみの高額療養費は、多数該当の回数には含まれません。
※５　１年間（ 8月 1日～翌年 7月31日）の外来自己負担額が144,000円を超えた場合、超過分は後日還付

対象となります。

問い合わせ 国保保険料係　☎３９０８－１１３５（第一庁舎２階２５番窓口）

同感染症に感染した場合等で、その療養のため仕事に行くことができなかった期間において、給与の
一部を補てんするため国民健康保険から傷病手当金を支給できる場合があります。
【対象】以下の（1）（2）の両方に該当する方　※被用者（雇われている方）が対象。事業主は対象外です。
⑴　北区国民健康保険の加入者
⑵　新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等の感染が疑われる症状があり、令和５年５月７日（日）
までの間に働けなかった日から起算して連続する3日間経過後、就労予定日があった人

●申請には医師や事業主の証明等が必要となります。詳しくはお問い合わせください。
感染拡大防止のため、お問い合わせは電話にてお受けしますので、ご協力をお願いします。

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口）

新型コロナウイルス感染症の影響により減収した被保険者等にかかる国民健康保険料の減免制度は、
一部を除いて終了となりました。
詳しくは国保資格係までお問い合わせください。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口） 健診期間は「令和５年６月～令和６年１月」の８か月間です。お手元に受診券（ハガキ大サイズ）は
届いていますか。年に一度の健康チェックです。忘れずに受診しましょう。

問い合わせ 庶務係（特定健診・保健指導担当）　☎３９０８－１１９３（第一庁舎２階２７番窓口）

北区 第127号

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×７.１７％

43万円＋（29万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋（53.5万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下

基 礎 賦 課 額
（医 療 分）

４５,０００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
６５万円

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×２.４２％
後期高齢者支援金
等賦課額(支援金分)

１５,１００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
２２万円

世帯の介護保険第２号被保険者全員の算定
基礎額注１

×２.１３％

注２

介護納付金賦課額
（介 護 分）

１６,２００円
×世帯の介護保険
第２号被保険者数

一世帯あたり
１７万円

所 得 割 額 均 等 割 額 最高限度額（年間）

減額割合令和４年中の世帯の総所得金額

７割

５割

２割

国民健康保険料を滞納すると…「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定証」の更新について

新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金

新型コロナウイルス感染症の影響による保険料の減免制度について

４０歳～７４歳の方へ～令和５年度特定健康診査が始まりました

表１＜70歳～ 74歳の方＞

自己負担限度額

個人単位（外来）
区分

現役並み所得者Ⅲ

現役並み所得者Ⅱ

現役並み所得者Ⅰ

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

18,000円※5

252,600円＋１％※1

（多数該当140,100円）※4

167,400円＋１％※2

（多数該当93,000円）※4

80,100円＋１％※3

（多数該当44,400円）※4

57,600円
（多数該当44,400円）※4

8,000円

8,000円

24,600円

15,000円

所得要件（世帯）
世帯単位（入院＋外来）

課税所得690万円以上の世帯に属する方

課税所得380万円以上～690万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円以上～380万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円未満の世帯に属する方

住民税非課税世帯に属する方

住民税非課税世帯でかつ全員の所得が0円
（年金収入80万円以下）

表２＜70歳未満の方＞ 所得：国保加入者の基礎控除後の所得

世帯自己負担限度額
区分

上位所得世帯（ア）

上位所得世帯（イ）

課税世帯（ウ）

課税世帯（エ）

非課税世帯（オ）

252,600円＋1％※1

167,400円＋1％※2

80,100円＋1％※3

57,600円

35,400円

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

所得要件（世帯）
多数該当※4

所得901万円超の世帯、または税の
未申告者がいる世帯

所得600万円超～901万円以下の世帯

所得210万円超～600万円以下の世帯

所得210万円以下の世帯

住民税非課税の世帯

問い合わせ 国保資格係　口座・還付担当　☎３９０８－１１３７（第一庁舎２階２３番窓口）

＜非自発的失業者の保険料軽減制度＞
●倒産・解雇などの離職や雇い止めなどによる離職の方は、保険料の一部を軽減します。
１. 対象者
①対象年齢……離職時65歳未満
②雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知に記載される離職理由番号
◆特定受給資格者…11・12・21・22・31・32　　　◆特定理由離職者…23・33・34
※特例受給資格者、高年齢受給資格者は対象外です。

２. 軽減内容（金額）
対象者の所得のうち保険料算出根拠となる年の給与所得を30 ／100として保険料を算出します。
ただし、所得状況により軽減にならないことがあります。

３. 軽減期間
離職日の翌日が属する月から、その月の属する年度の翌年度末までの期間
※軽減期間内に国民健康保険に再加入された場合は、お問い合わせください。

４. 必要なもの
①雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知　　②保険証
※ハローワークで雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知を受け取られてから、申請
にお越しください。

＜一時的な生活困窮による減免（災害など）＞
●災害など特別な事情により、一時的に生活が著しく困難になり、保険料の支払いができなくなった世
帯に対して、保険料の一部を減免します。世帯主の申請により、世帯の生活状況を調査して決定します。

〈ペイジー口座振替受付サービスによる申込〉　　※申込は口座名義人ご本人に限ります。
下記のサービス対象金融機関をご希望の場合、キャッシュカードと保険証の持参のみで簡単に口座振替
手続きができます。通帳・届出印が不要なうえ、口座振替開始までの期間が短縮できます。

●受付場所：北区役所（第一庁舎２階２３・２４番窓口）
●サービス対象金融機関

※上記金融機関でも口座、カードの種類により受付できない場合があります。その場合は口座振替
依頼書での申込となり、口座届出印が必要となりますのでご了承ください。

〈口座振替依頼書による申込〉
●受付場所：対象金融機関窓口または北区役所（第一庁舎２階２３・２４番窓口）
●受付方法：持参または郵送（混雑緩和のため、郵送でのお手続きにご協力ください。）
※口座振替の開始までには、申込後１～２か月かかります。お急ぎの場合はペイジーをご利用ください。
※口座振替依頼書をご希望の方は北区ホームページからお取り寄せいただくか、国保資格係までご連絡を
お願いします。

〈ペイジー及び口座振替依頼書共通〉
●振替日：原則６月～翌年３月までの毎月末日（末日が金融機関の休業日の場合は翌営業日）
※一括振替及び再振替は行っておりません。
※口座名義人は世帯主でなくても構いません。ただし、１世帯１口座のみとなります。
※詳しくは国保のしおりP19,20または北区ホームページをご覧ください。

問い合わせ・申請先 国保資格係 　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

詳しくはこちら

保険料の軽減・減免制度

保険料の納付には、便利な口座振替（自動払込）をご利用ください

●銀　　行：みずほ、三菱UFJ、三井住友、りそな、ゆうちょ、きらぼし
●信用金庫：東京シティ、城北、滝野川、巣鴨

通知書の見方（例）
郵便局用バーコード

通知書の宛名は世帯主になります。
ただし、国民健康保険の加入者でない世帯主には
「被保険者ではない世帯主」と表示されます。

例　国保一郎様の世帯

納付書でお支払いの方は「納付書」、口座引き
落としの方は「口座振替」、年金から差し引き
の方は「特別徴収」と表示されます。

納めた保険料はここに記載された日
以前に納入された金額です。

年間の合計保険料額の内訳は、
・医療分
・支援金分
・介護分
の3つに分かれています。

年度の合計保険料額です。

保険料のかかっている年度を表示しています。

通知の理由や、注意事項が記載されます。

所得割額
医療分　　加入者全員の算定基礎額×7.17％
支援金分　加入者全員の算定基礎額×2.42％
介護分　　該当者全員の算定基礎額×2.13％

均等割額
医療分　　45,000円×加入者数
支援金分　15,100円×加入者数
介護分　　16,200円×該当者数

今後、住民税額等の判明や加入者の変更等があった場合には、
保険料の再計算をして、再度納入通知書をお送りします。
その際の通知書には、それぞれの変更前・変更後の額が記載さ
れます。

保険料を年金から差し引く（特別徴収）場合は、
こちらに表示されます。
※年度途中で異動が発生し、保険料が納め過ぎ
となった場合は、後日還付のお手続きの書類を
お送りいたします。

介護分
●40歳になる方は
40歳の誕生日の月分（ 1日生まれの方は前月）から介護分の
保険料がかかります。
40歳の誕生日に新たに介護分の保険料を計算し、当月または
翌月に加算した通知書をお送りします。
●65歳になる方は
65歳の誕生日の前月分（1日生まれの方は前々月）までの介護
分の保険料が含まれます。
この場合、たとえば8月生まれの方は、4月から7月（65歳

になる月の前月）までの 4か月分を、 6月期から翌年 3月期
までの10期に割り振ります。
※65歳からは第 1号被保険者となり、介護保険課から通知が
送付されます。

各納期別の額を表示しています。

加入者別の概算保険料を表示しています。

※就職して勤務先等の健康保険に加入したとき、または家族の健康保険の扶養家族になったときは、国民健康保険をやめる手続きが必要です。

５年度算定基礎額
2,000,000 円

0円
500,000 円

0円
2,500,000 円

世 帯 構 成

合　　　計

世帯主
妻
子
子

（55 歳）
（50 歳）
（25 歳）
（21 歳）

今回保険料
前回保険料
納めた保険料
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問い合わせ 国保資格係　口座・還付担当　☎３９０８－１１３７（第一庁舎２階２３番窓口）

＜非自発的失業者の保険料軽減制度＞
●倒産・解雇などの離職や雇い止めなどによる離職の方は、保険料の一部を軽減します。
１. 対象者
①対象年齢……離職時65歳未満
②雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知に記載される離職理由番号
◆特定受給資格者…11・12・21・22・31・32　　　◆特定理由離職者…23・33・34
※特例受給資格者、高年齢受給資格者は対象外です。

２. 軽減内容（金額）
対象者の所得のうち保険料算出根拠となる年の給与所得を30 ／100として保険料を算出します。
ただし、所得状況により軽減にならないことがあります。

３. 軽減期間
離職日の翌日が属する月から、その月の属する年度の翌年度末までの期間
※軽減期間内に国民健康保険に再加入された場合は、お問い合わせください。

４. 必要なもの
①雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知　　②保険証
※ハローワークで雇用保険受給資格者証もしくは雇用保険受給資格通知を受け取られてから、申請
にお越しください。

＜一時的な生活困窮による減免（災害など）＞
●災害など特別な事情により、一時的に生活が著しく困難になり、保険料の支払いができなくなった世
帯に対して、保険料の一部を減免します。世帯主の申請により、世帯の生活状況を調査して決定します。

〈ペイジー口座振替受付サービスによる申込〉　　※申込は口座名義人ご本人に限ります。
下記のサービス対象金融機関をご希望の場合、キャッシュカードと保険証の持参のみで簡単に口座振替
手続きができます。通帳・届出印が不要なうえ、口座振替開始までの期間が短縮できます。

●受付場所：北区役所（第一庁舎２階２３・２４番窓口）
●サービス対象金融機関

※上記金融機関でも口座、カードの種類により受付できない場合があります。その場合は口座振替
依頼書での申込となり、口座届出印が必要となりますのでご了承ください。

〈口座振替依頼書による申込〉
●受付場所：対象金融機関窓口または北区役所（第一庁舎２階２３・２４番窓口）
●受付方法：持参または郵送（混雑緩和のため、郵送でのお手続きにご協力ください。）
※口座振替の開始までには、申込後１～２か月かかります。お急ぎの場合はペイジーをご利用ください。
※口座振替依頼書をご希望の方は北区ホームページからお取り寄せいただくか、国保資格係までご連絡を
お願いします。

〈ペイジー及び口座振替依頼書共通〉
●振替日：原則６月～翌年３月までの毎月末日（末日が金融機関の休業日の場合は翌営業日）
※一括振替及び再振替は行っておりません。
※口座名義人は世帯主でなくても構いません。ただし、１世帯１口座のみとなります。
※詳しくは国保のしおりP19,20または北区ホームページをご覧ください。

問い合わせ・申請先 国保資格係 　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

詳しくはこちら

保険料の軽減・減免制度

保険料の納付には、便利な口座振替（自動払込）をご利用ください

●銀　　行：みずほ、三菱UFJ、三井住友、りそな、ゆうちょ、きらぼし
●信用金庫：東京シティ、城北、滝野川、巣鴨

通知書の見方（例）
郵便局用バーコード

通知書の宛名は世帯主になります。
ただし、国民健康保険の加入者でない世帯主には
「被保険者ではない世帯主」と表示されます。

例　国保一郎様の世帯

納付書でお支払いの方は「納付書」、口座引き
落としの方は「口座振替」、年金から差し引き
の方は「特別徴収」と表示されます。

納めた保険料はここに記載された日
以前に納入された金額です。

年間の合計保険料額の内訳は、
・医療分
・支援金分
・介護分
の3つに分かれています。

年度の合計保険料額です。

保険料のかかっている年度を表示しています。

通知の理由や、注意事項が記載されます。

所得割額
医療分　　加入者全員の算定基礎額×7.17％
支援金分　加入者全員の算定基礎額×2.42％
介護分　　該当者全員の算定基礎額×2.13％

均等割額
医療分　　45,000円×加入者数
支援金分　15,100円×加入者数
介護分　　16,200円×該当者数

今後、住民税額等の判明や加入者の変更等があった場合には、
保険料の再計算をして、再度納入通知書をお送りします。
その際の通知書には、それぞれの変更前・変更後の額が記載さ
れます。

保険料を年金から差し引く（特別徴収）場合は、
こちらに表示されます。
※年度途中で異動が発生し、保険料が納め過ぎ
となった場合は、後日還付のお手続きの書類を
お送りいたします。

介護分
●40歳になる方は
40歳の誕生日の月分（ 1日生まれの方は前月）から介護分の
保険料がかかります。
40歳の誕生日に新たに介護分の保険料を計算し、当月または
翌月に加算した通知書をお送りします。
●65歳になる方は
65歳の誕生日の前月分（1日生まれの方は前々月）までの介護
分の保険料が含まれます。
この場合、たとえば8月生まれの方は、4月から7月（65歳
になる月の前月）までの 4か月分を、 6月期から翌年 3月期
までの10期に割り振ります。
※65歳からは第 1号被保険者となり、介護保険課から通知が
送付されます。

各納期別の額を表示しています。

加入者別の概算保険料を表示しています。

※就職して勤務先等の健康保険に加入したとき、または家族の健康保険の扶養家族になったときは、国民健康保険をやめる手続きが必要です。

５年度算定基礎額
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国保加入者数
2023年（令和5年）3月末現在
被保険者数　 68,293
世　帯　数　 52,256
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国民健康保険はみなさんの収入に応じて保険料を出し合い、病気やけがをしたときだれもが安心して
医療を受けられるために、相互に助け合う制度です。医療サービスや、介護サービスの需要は年々増加
しています。保険料は、国保制度運営のための重要な財源です。ご理解とご協力をお願いいたします。
国民健康保険料納入通知書及び納付書（一括納付書と６月期から９月期分）を送付します（１０月期
から翌年３月期分の納付書は１０月中旬に送付します。）。ただし、口座振替の方及び年金からの差し引
きの方には、保険料納入通知書だけをお送りし、納付書は送付しません。また、すでに国民健康保険を
やめた方にも納付書をお送りする場合があります。

⑴　保険料は、保険者負担分医療費等の総額の約５０％を国・都・区が負担し、残りの約５０％を国保
加入世帯で保険料として納付する仕組みになっています。

⑵　東京都は東京都内で保険料負担を公平に支え合うため、区市町村ごとの医療水準や所得水準に応じ
た国保事業納付金（保険料負担）の額を決定し、標準保険料率を提示します。保険料率および均等
割額はこの東京都が提示した標準保険料率を参考に決定されます。保険料はそれぞれの区市町村で
異なります。

令和５年度国民健康保険料が決定しました

●令和５年度国民健康保険料は次のとおりです。

●保険料の料率や均等割額の決め方

前年中の所得が一定の金額以下の世帯は
保険料の均等割額が７割・５割または２割
減額されます。
均等割額の減額は、住民税の申告をすま
せてあれば、手続きの必要はありません。
※国保に加入していない世帯主の方に所得
がある場合は、減額にならない場合があり
ます。

●保険料均等割額の減額（減額賦課）

※保険料は、「所得割額」と「均等割額」の合算です。

注１　算定基礎額とは、前年の総所得金額等（ただし、退職所得金額を除く）から基礎控除額４３万円を
控除した額です。（土地建物等の譲渡所得について特別控除がある場合は、控除後の金額を総所得
金額等に合算します。また、雑損失の繰越控除は控除しません。）

注２　介護保険第２号被保険者（４０歳以上６４歳以下の方）には、介護納付金賦課額が加算されます。

※減額基準日は、令和５年４月１日（賦課基準日）です。ただし、
新規加入世帯は、国民健康保険に加入した日です。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

保険料を滞納されると、国民健康保険事業の運営に重大な支障をきたします。必ず納期限内に納付
をお願いいたします。滞納状況によって、以下のような措置がとられることがあります。
●「短期被保険者証（短期証）」の交付
保険料の滞納があると、通常の保険証に代わって、有効期限の短い「短期被保険者証（短期証）」が
交付されます。短期証は６か月ごとの更新となります。
●「被保険者資格証明書」の交付
さらに滞納が続くと、保険証を返還していただき、代わりに「被保険者資格証明書」が交付される
場合があります。被保険者資格証明書は、被保険者であることを証明するだけのもので、医療費の
お支払いはいったん全額（１０割）自己負担となります。
●「限度額適用認定証」の交付の制限等
「限度額適用認定証」は、国民健康保険料の滞納がある場合は原則交付できません。また、高額
療養費などの全部または一部を、滞納している国民健康保険料に充当する場合があります。

●滞納処分
特別な事情もなく滞納している方については、他の納付者との公平性を保つために、上記の措置と
は別に、滞納処分（預貯金等の差押処分）を行います。
納付が困難な場合には、お早めにご相談ください。
※平日の来所が困難な方は、お電話か休日納付相談をご利用ください。詳しくはお問い合わせください。

有効期限が「令和５年７月３１日」と記載されている「限度額適用認定証」「限度額適用・標準
負担額減額認定証」をお持ちの方で、８月以降の継続を希望される方は、国保給付係へ申請してい
ただく必要があります。申請は７月から受け付けます。窓口での交付は７月３日以降を予定しています。
申請は、国保給付係の窓口のほか、郵送でも受け付けておりますので、お問い合わせください。

※１　総医療費（10割分）が 842,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※２　総医療費（10割分）が 558,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※３　総医療費（10割分）が 267,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※４　過去12か月間に4回以上高額療養費に該当した場合に適用される限度額。

ただし、表 1 の外来のみの高額療養費は、多数該当の回数には含まれません。
※５　１年間（ 8月 1日～翌年 7月31日）の外来自己負担額が144,000円を超えた場合、超過分は後日還付

対象となります。

問い合わせ 国保保険料係　☎３９０８－１１３５（第一庁舎２階２５番窓口）

同感染症に感染した場合等で、その療養のため仕事に行くことができなかった期間において、給与の
一部を補てんするため国民健康保険から傷病手当金を支給できる場合があります。
【対象】以下の（1）（2）の両方に該当する方　※被用者（雇われている方）が対象。事業主は対象外です。
⑴　北区国民健康保険の加入者
⑵　新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等の感染が疑われる症状があり、令和５年５月７日（日）
までの間に働けなかった日から起算して連続する3日間経過後、就労予定日があった人

●申請には医師や事業主の証明等が必要となります。詳しくはお問い合わせください。
感染拡大防止のため、お問い合わせは電話にてお受けしますので、ご協力をお願いします。

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口）

新型コロナウイルス感染症の影響により減収した被保険者等にかかる国民健康保険料の減免制度は、
一部を除いて終了となりました。
詳しくは国保資格係までお問い合わせください。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口） 健診期間は「令和５年６月～令和６年１月」の８か月間です。お手元に受診券（ハガキ大サイズ）は
届いていますか。年に一度の健康チェックです。忘れずに受診しましょう。

問い合わせ 庶務係（特定健診・保健指導担当）　☎３９０８－１１９３（第一庁舎２階２７番窓口）

北区 第127号

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×７.１７％

43万円＋（29万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋（53.5万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下

基 礎 賦 課 額
（医 療 分）

４５,０００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
６５万円

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×２.４２％
後期高齢者支援金
等賦課額(支援金分)

１５,１００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
２２万円

世帯の介護保険第２号被保険者全員の算定
基礎額注１

×２.１３％

注２

介護納付金賦課額
（介 護 分）

１６,２００円
×世帯の介護保険
第２号被保険者数

一世帯あたり
１７万円

所 得 割 額 均 等 割 額 最高限度額（年間）

減額割合令和４年中の世帯の総所得金額

７割

５割

２割

国民健康保険料を滞納すると…「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定証」の更新について

新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金

新型コロナウイルス感染症の影響による保険料の減免制度について

４０歳～７４歳の方へ～令和５年度特定健康診査が始まりました

表１＜70歳～ 74歳の方＞

自己負担限度額

個人単位（外来）
区分

現役並み所得者Ⅲ

現役並み所得者Ⅱ

現役並み所得者Ⅰ

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

18,000円※5

252,600円＋１％※1

（多数該当140,100円）※4

167,400円＋１％※2

（多数該当93,000円）※4

80,100円＋１％※3

（多数該当44,400円）※4

57,600円
（多数該当44,400円）※4

8,000円

8,000円

24,600円

15,000円

所得要件（世帯）
世帯単位（入院＋外来）

課税所得690万円以上の世帯に属する方

課税所得380万円以上～690万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円以上～380万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円未満の世帯に属する方

住民税非課税世帯に属する方

住民税非課税世帯でかつ全員の所得が0円
（年金収入80万円以下）

表２＜70歳未満の方＞ 所得：国保加入者の基礎控除後の所得

世帯自己負担限度額
区分

上位所得世帯（ア）

上位所得世帯（イ）

課税世帯（ウ）

課税世帯（エ）

非課税世帯（オ）

252,600円＋1％※1

167,400円＋1％※2

80,100円＋1％※3

57,600円

35,400円

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

所得要件（世帯）
多数該当※4

所得901万円超の世帯、または税の
未申告者がいる世帯

所得600万円超～901万円以下の世帯

所得210万円超～600万円以下の世帯

所得210万円以下の世帯

住民税非課税の世帯
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国民健康保険はみなさんの収入に応じて保険料を出し合い、病気やけがをしたときだれもが安心して
医療を受けられるために、相互に助け合う制度です。医療サービスや、介護サービスの需要は年々増加
しています。保険料は、国保制度運営のための重要な財源です。ご理解とご協力をお願いいたします。
国民健康保険料納入通知書及び納付書（一括納付書と６月期から９月期分）を送付します（１０月期
から翌年３月期分の納付書は１０月中旬に送付します。）。ただし、口座振替の方及び年金からの差し引
きの方には、保険料納入通知書だけをお送りし、納付書は送付しません。また、すでに国民健康保険を
やめた方にも納付書をお送りする場合があります。

⑴　保険料は、保険者負担分医療費等の総額の約５０％を国・都・区が負担し、残りの約５０％を国保
加入世帯で保険料として納付する仕組みになっています。

⑵　東京都は東京都内で保険料負担を公平に支え合うため、区市町村ごとの医療水準や所得水準に応じ
た国保事業納付金（保険料負担）の額を決定し、標準保険料率を提示します。保険料率および均等
割額はこの東京都が提示した標準保険料率を参考に決定されます。保険料はそれぞれの区市町村で
異なります。

令和５年度国民健康保険料が決定しました

●令和５年度国民健康保険料は次のとおりです。

●保険料の料率や均等割額の決め方

前年中の所得が一定の金額以下の世帯は
保険料の均等割額が７割・５割または２割
減額されます。
均等割額の減額は、住民税の申告をすま
せてあれば、手続きの必要はありません。
※国保に加入していない世帯主の方に所得
がある場合は、減額にならない場合があり
ます。

●保険料均等割額の減額（減額賦課）

※保険料は、「所得割額」と「均等割額」の合算です。

注１　算定基礎額とは、前年の総所得金額等（ただし、退職所得金額を除く）から基礎控除額４３万円を
控除した額です。（土地建物等の譲渡所得について特別控除がある場合は、控除後の金額を総所得
金額等に合算します。また、雑損失の繰越控除は控除しません。）

注２　介護保険第２号被保険者（４０歳以上６４歳以下の方）には、介護納付金賦課額が加算されます。

※減額基準日は、令和５年４月１日（賦課基準日）です。ただし、
新規加入世帯は、国民健康保険に加入した日です。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

保険料を滞納されると、国民健康保険事業の運営に重大な支障をきたします。必ず納期限内に納付
をお願いいたします。滞納状況によって、以下のような措置がとられることがあります。
●「短期被保険者証（短期証）」の交付
保険料の滞納があると、通常の保険証に代わって、有効期限の短い「短期被保険者証（短期証）」が
交付されます。短期証は６か月ごとの更新となります。
●「被保険者資格証明書」の交付
さらに滞納が続くと、保険証を返還していただき、代わりに「被保険者資格証明書」が交付される
場合があります。被保険者資格証明書は、被保険者であることを証明するだけのもので、医療費の
お支払いはいったん全額（１０割）自己負担となります。
●「限度額適用認定証」の交付の制限等
「限度額適用認定証」は、国民健康保険料の滞納がある場合は原則交付できません。また、高額
療養費などの全部または一部を、滞納している国民健康保険料に充当する場合があります。

●滞納処分
特別な事情もなく滞納している方については、他の納付者との公平性を保つために、上記の措置と
は別に、滞納処分（預貯金等の差押処分）を行います。
納付が困難な場合には、お早めにご相談ください。
※平日の来所が困難な方は、お電話か休日納付相談をご利用ください。詳しくはお問い合わせください。

有効期限が「令和５年７月３１日」と記載されている「限度額適用認定証」「限度額適用・標準
負担額減額認定証」をお持ちの方で、８月以降の継続を希望される方は、国保給付係へ申請してい
ただく必要があります。申請は７月から受け付けます。窓口での交付は７月３日以降を予定しています。
申請は、国保給付係の窓口のほか、郵送でも受け付けておりますので、お問い合わせください。

※１　総医療費（10割分）が 842,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※２　総医療費（10割分）が 558,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※３　総医療費（10割分）が 267,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※４　過去12か月間に4回以上高額療養費に該当した場合に適用される限度額。

ただし、表 1 の外来のみの高額療養費は、多数該当の回数には含まれません。
※５　１年間（ 8月 1日～翌年 7月31日）の外来自己負担額が144,000円を超えた場合、超過分は後日還付

対象となります。

問い合わせ 国保保険料係　☎３９０８－１１３５（第一庁舎２階２５番窓口）

同感染症に感染した場合等で、その療養のため仕事に行くことができなかった期間において、給与の
一部を補てんするため国民健康保険から傷病手当金を支給できる場合があります。
【対象】以下の（1）（2）の両方に該当する方　※被用者（雇われている方）が対象。事業主は対象外です。
⑴　北区国民健康保険の加入者
⑵　新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等の感染が疑われる症状があり、令和５年５月７日（日）
までの間に働けなかった日から起算して連続する3日間経過後、就労予定日があった人

●申請には医師や事業主の証明等が必要となります。詳しくはお問い合わせください。
感染拡大防止のため、お問い合わせは電話にてお受けしますので、ご協力をお願いします。

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口）

新型コロナウイルス感染症の影響により減収した被保険者等にかかる国民健康保険料の減免制度は、
一部を除いて終了となりました。
詳しくは国保資格係までお問い合わせください。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口） 健診期間は「令和５年６月～令和６年１月」の８か月間です。お手元に受診券（ハガキ大サイズ）は
届いていますか。年に一度の健康チェックです。忘れずに受診しましょう。

問い合わせ 庶務係（特定健診・保健指導担当）　☎３９０８－１１９３（第一庁舎２階２７番窓口）

北区 第127号

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×７.１７％

43万円＋（29万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋（53.5万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下

基 礎 賦 課 額
（医 療 分）

４５,０００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
６５万円

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×２.４２％
後期高齢者支援金
等賦課額(支援金分)

１５,１００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
２２万円

世帯の介護保険第２号被保険者全員の算定
基礎額注１

×２.１３％

注２

介護納付金賦課額
（介 護 分）

１６,２００円
×世帯の介護保険
第２号被保険者数

一世帯あたり
１７万円

所 得 割 額 均 等 割 額 最高限度額（年間）

減額割合令和４年中の世帯の総所得金額

７割

５割

２割

国民健康保険料を滞納すると…「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定証」の更新について

新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金

新型コロナウイルス感染症の影響による保険料の減免制度について

４０歳～７４歳の方へ～令和５年度特定健康診査が始まりました

表１＜70歳～ 74歳の方＞

自己負担限度額

個人単位（外来）
区分

現役並み所得者Ⅲ

現役並み所得者Ⅱ

現役並み所得者Ⅰ

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

18,000円※5

252,600円＋１％※1

（多数該当140,100円）※4

167,400円＋１％※2

（多数該当93,000円）※4

80,100円＋１％※3

（多数該当44,400円）※4

57,600円
（多数該当44,400円）※4

8,000円

8,000円

24,600円

15,000円

所得要件（世帯）
世帯単位（入院＋外来）

課税所得690万円以上の世帯に属する方

課税所得380万円以上～690万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円以上～380万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円未満の世帯に属する方

住民税非課税世帯に属する方

住民税非課税世帯でかつ全員の所得が0円
（年金収入80万円以下）

表２＜70歳未満の方＞ 所得：国保加入者の基礎控除後の所得

世帯自己負担限度額
区分

上位所得世帯（ア）

上位所得世帯（イ）

課税世帯（ウ）

課税世帯（エ）

非課税世帯（オ）

252,600円＋1％※1

167,400円＋1％※2

80,100円＋1％※3

57,600円

35,400円

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

所得要件（世帯）
多数該当※4

所得901万円超の世帯、または税の
未申告者がいる世帯

所得600万円超～901万円以下の世帯

所得210万円超～600万円以下の世帯

所得210万円以下の世帯

住民税非課税の世帯
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国民健康保険はみなさんの収入に応じて保険料を出し合い、病気やけがをしたときだれもが安心して
医療を受けられるために、相互に助け合う制度です。医療サービスや、介護サービスの需要は年々増加
しています。保険料は、国保制度運営のための重要な財源です。ご理解とご協力をお願いいたします。
国民健康保険料納入通知書及び納付書（一括納付書と６月期から９月期分）を送付します（１０月期
から翌年３月期分の納付書は１０月中旬に送付します。）。ただし、口座振替の方及び年金からの差し引
きの方には、保険料納入通知書だけをお送りし、納付書は送付しません。また、すでに国民健康保険を
やめた方にも納付書をお送りする場合があります。

⑴　保険料は、保険者負担分医療費等の総額の約５０％を国・都・区が負担し、残りの約５０％を国保
加入世帯で保険料として納付する仕組みになっています。

⑵　東京都は東京都内で保険料負担を公平に支え合うため、区市町村ごとの医療水準や所得水準に応じ
た国保事業納付金（保険料負担）の額を決定し、標準保険料率を提示します。保険料率および均等
割額はこの東京都が提示した標準保険料率を参考に決定されます。保険料はそれぞれの区市町村で
異なります。

令和５年度国民健康保険料が決定しました

●令和５年度国民健康保険料は次のとおりです。

●保険料の料率や均等割額の決め方

前年中の所得が一定の金額以下の世帯は
保険料の均等割額が７割・５割または２割
減額されます。
均等割額の減額は、住民税の申告をすま
せてあれば、手続きの必要はありません。
※国保に加入していない世帯主の方に所得
がある場合は、減額にならない場合があり
ます。

●保険料均等割額の減額（減額賦課）

※保険料は、「所得割額」と「均等割額」の合算です。

注１　算定基礎額とは、前年の総所得金額等（ただし、退職所得金額を除く）から基礎控除額４３万円を
控除した額です。（土地建物等の譲渡所得について特別控除がある場合は、控除後の金額を総所得
金額等に合算します。また、雑損失の繰越控除は控除しません。）

注２　介護保険第２号被保険者（４０歳以上６４歳以下の方）には、介護納付金賦課額が加算されます。

※減額基準日は、令和５年４月１日（賦課基準日）です。ただし、
新規加入世帯は、国民健康保険に加入した日です。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

保険料を滞納されると、国民健康保険事業の運営に重大な支障をきたします。必ず納期限内に納付
をお願いいたします。滞納状況によって、以下のような措置がとられることがあります。
●「短期被保険者証（短期証）」の交付
保険料の滞納があると、通常の保険証に代わって、有効期限の短い「短期被保険者証（短期証）」が
交付されます。短期証は６か月ごとの更新となります。
●「被保険者資格証明書」の交付
さらに滞納が続くと、保険証を返還していただき、代わりに「被保険者資格証明書」が交付される
場合があります。被保険者資格証明書は、被保険者であることを証明するだけのもので、医療費の
お支払いはいったん全額（１０割）自己負担となります。
●「限度額適用認定証」の交付の制限等
「限度額適用認定証」は、国民健康保険料の滞納がある場合は原則交付できません。また、高額
療養費などの全部または一部を、滞納している国民健康保険料に充当する場合があります。

●滞納処分
特別な事情もなく滞納している方については、他の納付者との公平性を保つために、上記の措置と
は別に、滞納処分（預貯金等の差押処分）を行います。
納付が困難な場合には、お早めにご相談ください。
※平日の来所が困難な方は、お電話か休日納付相談をご利用ください。詳しくはお問い合わせください。

有効期限が「令和５年７月３１日」と記載されている「限度額適用認定証」「限度額適用・標準
負担額減額認定証」をお持ちの方で、８月以降の継続を希望される方は、国保給付係へ申請してい
ただく必要があります。申請は７月から受け付けます。窓口での交付は７月３日以降を予定しています。
申請は、国保給付係の窓口のほか、郵送でも受け付けておりますので、お問い合わせください。

※１　総医療費（10割分）が 842,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※２　総医療費（10割分）が 558,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※３　総医療費（10割分）が 267,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※４　過去12か月間に4回以上高額療養費に該当した場合に適用される限度額。

ただし、表 1 の外来のみの高額療養費は、多数該当の回数には含まれません。
※５　１年間（ 8月 1日～翌年 7月31日）の外来自己負担額が144,000円を超えた場合、超過分は後日還付

対象となります。

問い合わせ 国保保険料係　☎３９０８－１１３５（第一庁舎２階２５番窓口）

同感染症に感染した場合等で、その療養のため仕事に行くことができなかった期間において、給与の
一部を補てんするため国民健康保険から傷病手当金を支給できる場合があります。
【対象】以下の（1）（2）の両方に該当する方　※被用者（雇われている方）が対象。事業主は対象外です。
⑴　北区国民健康保険の加入者
⑵　新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等の感染が疑われる症状があり、令和５年５月７日（日）

までの間に働けなかった日から起算して連続する3日間経過後、就労予定日があった人
●申請には医師や事業主の証明等が必要となります。詳しくはお問い合わせください。
感染拡大防止のため、お問い合わせは電話にてお受けしますので、ご協力をお願いします。

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口）

新型コロナウイルス感染症の影響により減収した被保険者等にかかる国民健康保険料の減免制度は、
一部を除いて終了となりました。
詳しくは国保資格係までお問い合わせください。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口） 健診期間は「令和５年６月～令和６年１月」の８か月間です。お手元に受診券（ハガキ大サイズ）は
届いていますか。年に一度の健康チェックです。忘れずに受診しましょう。

問い合わせ 庶務係（特定健診・保健指導担当）　☎３９０８－１１９３（第一庁舎２階２７番窓口）

北区 第127号

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×７.１７％

43万円＋（29万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋（53.5万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下

基 礎 賦 課 額
（医 療 分）

４５,０００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
６５万円

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×２.４２％
後期高齢者支援金
等賦課額(支援金分)

１５,１００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
２２万円

世帯の介護保険第２号被保険者全員の算定
基礎額注１

×２.１３％

注２

介護納付金賦課額
（介 護 分）

１６,２００円
×世帯の介護保険
第２号被保険者数

一世帯あたり
１７万円

所 得 割 額 均 等 割 額 最高限度額（年間）

減額割合令和４年中の世帯の総所得金額

７割

５割

２割

国民健康保険料を滞納すると…「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定証」の更新について

新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金

新型コロナウイルス感染症の影響による保険料の減免制度について

４０歳～７４歳の方へ～令和５年度特定健康診査が始まりました

表１＜70歳～ 74歳の方＞

自己負担限度額

個人単位（外来）
区分

現役並み所得者Ⅲ

現役並み所得者Ⅱ

現役並み所得者Ⅰ

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

18,000円※5

252,600円＋１％※1

（多数該当140,100円）※4

167,400円＋１％※2

（多数該当93,000円）※4

80,100円＋１％※3

（多数該当44,400円）※4

57,600円
（多数該当44,400円）※4

8,000円

8,000円

24,600円

15,000円

所得要件（世帯）
世帯単位（入院＋外来）

課税所得690万円以上の世帯に属する方

課税所得380万円以上～690万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円以上～380万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円未満の世帯に属する方

住民税非課税世帯に属する方

住民税非課税世帯でかつ全員の所得が0円
（年金収入80万円以下）

表２＜70歳未満の方＞ 所得：国保加入者の基礎控除後の所得

世帯自己負担限度額
区分

上位所得世帯（ア）

上位所得世帯（イ）

課税世帯（ウ）

課税世帯（エ）

非課税世帯（オ）

252,600円＋1％※1

167,400円＋1％※2

80,100円＋1％※3

57,600円

35,400円

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

所得要件（世帯）
多数該当※4

所得901万円超の世帯、または税の
未申告者がいる世帯

所得600万円超～901万円以下の世帯

所得210万円超～600万円以下の世帯

所得210万円以下の世帯

住民税非課税の世帯

国保加入者数
2023年（令和5年）3月末現在
被保険者数　 68,293
世　帯　数　 52,256

2023年（令和5年）6月1日発行
発行：東京都北区
編集：区民部国保年金課

北区王子本町1－15－22
　3908－1111（代表）

刊行物登録番号
5－3－005

国民健康保険はみなさんの収入に応じて保険料を出し合い、病気やけがをしたときだれもが安心して
医療を受けられるために、相互に助け合う制度です。医療サービスや、介護サービスの需要は年々増加
しています。保険料は、国保制度運営のための重要な財源です。ご理解とご協力をお願いいたします。
国民健康保険料納入通知書及び納付書（一括納付書と６月期から９月期分）を送付します（１０月期
から翌年３月期分の納付書は１０月中旬に送付します。）。ただし、口座振替の方及び年金からの差し引
きの方には、保険料納入通知書だけをお送りし、納付書は送付しません。また、すでに国民健康保険を
やめた方にも納付書をお送りする場合があります。

⑴　保険料は、保険者負担分医療費等の総額の約５０％を国・都・区が負担し、残りの約５０％を国保
加入世帯で保険料として納付する仕組みになっています。

⑵　東京都は東京都内で保険料負担を公平に支え合うため、区市町村ごとの医療水準や所得水準に応じ
た国保事業納付金（保険料負担）の額を決定し、標準保険料率を提示します。保険料率および均等
割額はこの東京都が提示した標準保険料率を参考に決定されます。保険料はそれぞれの区市町村で
異なります。

令和５年度国民健康保険料が決定しました

●令和５年度国民健康保険料は次のとおりです。

●保険料の料率や均等割額の決め方

前年中の所得が一定の金額以下の世帯は
保険料の均等割額が７割・５割または２割
減額されます。
均等割額の減額は、住民税の申告をすま
せてあれば、手続きの必要はありません。
※国保に加入していない世帯主の方に所得
がある場合は、減額にならない場合があり
ます。

●保険料均等割額の減額（減額賦課）

※保険料は、「所得割額」と「均等割額」の合算です。

注１　算定基礎額とは、前年の総所得金額等（ただし、退職所得金額を除く）から基礎控除額４３万円を
控除した額です。（土地建物等の譲渡所得について特別控除がある場合は、控除後の金額を総所得
金額等に合算します。また、雑損失の繰越控除は控除しません。）

注２　介護保険第２号被保険者（４０歳以上６４歳以下の方）には、介護納付金賦課額が加算されます。

※減額基準日は、令和５年４月１日（賦課基準日）です。ただし、
新規加入世帯は、国民健康保険に加入した日です。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

保険料を滞納されると、国民健康保険事業の運営に重大な支障をきたします。必ず納期限内に納付
をお願いいたします。滞納状況によって、以下のような措置がとられることがあります。
●「短期被保険者証（短期証）」の交付
保険料の滞納があると、通常の保険証に代わって、有効期限の短い「短期被保険者証（短期証）」が
交付されます。短期証は６か月ごとの更新となります。
●「被保険者資格証明書」の交付
さらに滞納が続くと、保険証を返還していただき、代わりに「被保険者資格証明書」が交付される
場合があります。被保険者資格証明書は、被保険者であることを証明するだけのもので、医療費の
お支払いはいったん全額（１０割）自己負担となります。
●「限度額適用認定証」の交付の制限等
「限度額適用認定証」は、国民健康保険料の滞納がある場合は原則交付できません。また、高額
療養費などの全部または一部を、滞納している国民健康保険料に充当する場合があります。

●滞納処分
特別な事情もなく滞納している方については、他の納付者との公平性を保つために、上記の措置と
は別に、滞納処分（預貯金等の差押処分）を行います。
納付が困難な場合には、お早めにご相談ください。
※平日の来所が困難な方は、お電話か休日納付相談をご利用ください。詳しくはお問い合わせください。

有効期限が「令和５年７月３１日」と記載されている「限度額適用認定証」「限度額適用・標準
負担額減額認定証」をお持ちの方で、８月以降の継続を希望される方は、国保給付係へ申請してい
ただく必要があります。申請は７月から受け付けます。窓口での交付は７月３日以降を予定しています。
申請は、国保給付係の窓口のほか、郵送でも受け付けておりますので、お問い合わせください。

※１　総医療費（10割分）が 842,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※２　総医療費（10割分）が 558,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※３　総医療費（10割分）が 267,000 円を超えた場合、超えた額の 1％を加算
※４　過去12か月間に4回以上高額療養費に該当した場合に適用される限度額。

ただし、表 1 の外来のみの高額療養費は、多数該当の回数には含まれません。
※５　１年間（ 8月 1日～翌年 7月31日）の外来自己負担額が144,000円を超えた場合、超過分は後日還付

対象となります。

問い合わせ 国保保険料係　☎３９０８－１１３５（第一庁舎２階２５番窓口）

同感染症に感染した場合等で、その療養のため仕事に行くことができなかった期間において、給与の
一部を補てんするため国民健康保険から傷病手当金を支給できる場合があります。
【対象】以下の（1）（2）の両方に該当する方　※被用者（雇われている方）が対象。事業主は対象外です。
⑴　北区国民健康保険の加入者
⑵　新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等の感染が疑われる症状があり、令和５年５月７日（日）
までの間に働けなかった日から起算して連続する3日間経過後、就労予定日があった人

●申請には医師や事業主の証明等が必要となります。詳しくはお問い合わせください。
感染拡大防止のため、お問い合わせは電話にてお受けしますので、ご協力をお願いします。

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口）

新型コロナウイルス感染症の影響により減収した被保険者等にかかる国民健康保険料の減免制度は、
一部を除いて終了となりました。
詳しくは国保資格係までお問い合わせください。

問い合わせ 国保資格係　☎３９０８－１１３１（第一庁舎２階２３番窓口）

問い合わせ 国保給付係　☎３９０８－１１３２（第一庁舎２階２２番窓口） 健診期間は「令和５年６月～令和６年１月」の８か月間です。お手元に受診券（ハガキ大サイズ）は
届いていますか。年に一度の健康チェックです。忘れずに受診しましょう。

問い合わせ 庶務係（特定健診・保健指導担当）　☎３９０８－１１９３（第一庁舎２階２７番窓口）

北区 第127号

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×７.１７％

43万円＋（29万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋（53.5万円×被保険者数と旧国保被保険者の
合算数）＋10万円×（給与所得者等の数－１）以下

43万円＋10万円×（給与所得者等の数－1）以下

基 礎 賦 課 額
（医 療 分）

４５,０００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
６５万円

世帯の加入者全員の算定基礎額注１

×２.４２％
後期高齢者支援金
等賦課額(支援金分)

１５,１００円
×世帯の加入者数

一世帯あたり
２２万円

世帯の介護保険第２号被保険者全員の算定
基礎額注１

×２.１３％

注２

介護納付金賦課額
（介 護 分）

１６,２００円
×世帯の介護保険
第２号被保険者数

一世帯あたり
１７万円

所 得 割 額 均 等 割 額 最高限度額（年間）

減額割合令和４年中の世帯の総所得金額

７割

５割

２割

国民健康保険料を滞納すると…「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減額認定証」の更新について

新型コロナウイルス感染症に感染した被用者等に対する傷病手当金

新型コロナウイルス感染症の影響による保険料の減免制度について

４０歳～７４歳の方へ～令和５年度特定健康診査が始まりました

表１＜70歳～ 74歳の方＞

自己負担限度額

個人単位（外来）
区分

現役並み所得者Ⅲ

現役並み所得者Ⅱ

現役並み所得者Ⅰ

一般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ

18,000円※5

252,600円＋１％※1

（多数該当140,100円）※4

167,400円＋１％※2

（多数該当93,000円）※4

80,100円＋１％※3

（多数該当44,400円）※4

57,600円
（多数該当44,400円）※4

8,000円

8,000円

24,600円

15,000円

所得要件（世帯）
世帯単位（入院＋外来）

課税所得690万円以上の世帯に属する方

課税所得380万円以上～690万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円以上～380万円未満の
世帯に属する方

課税所得145万円未満の世帯に属する方

住民税非課税世帯に属する方

住民税非課税世帯でかつ全員の所得が0円
（年金収入80万円以下）

表２＜70歳未満の方＞ 所得：国保加入者の基礎控除後の所得

世帯自己負担限度額
区分

上位所得世帯（ア）

上位所得世帯（イ）

課税世帯（ウ）

課税世帯（エ）

非課税世帯（オ）

252,600円＋1％※1

167,400円＋1％※2

80,100円＋1％※3

57,600円

35,400円

140,100円

93,000円

44,400円

44,400円

24,600円

所得要件（世帯）
多数該当※4

所得901万円超の世帯、または税の
未申告者がいる世帯

所得600万円超～901万円以下の世帯

所得210万円超～600万円以下の世帯

所得210万円以下の世帯

住民税非課税の世帯


